
 

 

 

令和４年度法務省委託事業 

共生社会と人権に関するシンポジウム 

報 告 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
公益財団法人人権教育啓発推進センター 

  



1 
 

令和４年度法務省委託「共生社会と人権に関するシンポジウム」実施完了報告 
 

１ 実施概要 
（１）テーマ： 共生社会と人権に関するシンポジウム 
（２）日 時： 令和５年２月９日（木）午後１時３０分～午後４時 
（３）形 式： オンライン（リアルタイム）配信 

     コモレ四ツ谷タワーコンファレンス Ｒｏｏｍ Ｆ 

（東京都新宿区四谷１－６－１ コモレ四谷 四谷タワー３階）をメイン会場 
として配信  

（４）対象者： 一般市民 ※ 参加費無料 
（５）主 催： 法務省／全国人権擁護委員連合会／東京法務局／東京都人権擁護委員連合会／

公益財団法人人権教育啓発推進センター  

（６）後 援： 経済産業省／中小企業庁／国連広報センター／（一社）日本経済団体連合会／ 

（独）中小企業基盤整備機構／東京都／特別区長会／東京都市長会／東京都町村 

会／（一社）グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン／日本商工会議 

所／東京商工会議所／東京都商工会連合会／東京都中小企業団体中央会／（公財） 

東京都中小企業振興公社／（一社）東京経営者協会／東京人権啓発企業連絡会 

（順不同） 

（７）内 容：  
【第１部】 
  ●主催者挨拶（５分） 

●基調講演（３０分） 

【テーマ】 

「共生社会の実現に向けて」～今、企業に求められること～ 

 影山 摩子弥（横浜市立大学都市社会文化研究科教授・ＣＳＲ＆サステナビリティセンター 

長） 
●Ｍｙじんけん宣言の紹介（５分） 

●基調報告（各報告者２０分、コーディネーター５分、計６５分） 

【テーマ】 

  「企業における心のバリアフリー」～その課題と問題解決に向けた取組について～ 

  〔基調報告者〕 

   大西 敦博（株式会社資生堂 人財本部ビジネスパートナー室 ダイバーシティ採用・サポート 

グループ グループマネージャー） 
  江藤 悦子（イオン株式会社 ダイバーシティ推進室 室長 経営人材・人事システムチームリ 

ーダー） 
グリズデイル・バリージョシュア（社会福祉法人江寿会理事・アクセシブルジャパン主宰者） 

 〔コーディネーター〕 
影山 摩子弥（横浜市立大学都市社会文化研究科教授・ＣＳＲ＆サステナビリティセンター 

長） 
●パネルディスカッション（３０分） 

 

２ 目的 

  グローバル化による経済発展の一方、世界は、格差の拡大や紛争による分断など様々な課 

題に直面しています。これらの課題に対処していくためには、国と企業が相互に補完し合い 

ながら、共生社会を実現し、持続可能な経済・社会を営むことが不可欠です。 

「「ビジネスと人権」に関する行動計画」を踏まえ、令和 4年９月には「責任あるサプライ 

チェーン等における人権尊重のためのガイドライン」が策定され、企業による人権尊重の取 
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組を促進する機運は高まっています。本シンポジウムでは、共生社会の実現という観点から、 

「今、企業に求められること」を考えます。 

 
３ 参加者数等 
  ６５０人（ＹｏｕＴｕｂｅ「ユニーク視聴者数」） 

※参考：同「視聴回数」１，０３３回 
同「最大同時視聴者数」３５０人 

 
４ 配信の様子（画面イメージ） 

  
ライブ配信前：案内 
 

主催者挨拶 

  
基調講演：影山摩子弥（横浜市立大学都市社会文化 

研究科教授・ＣＳＲ＆サステナビリティセンター長） 

Ｍｙじんけん宣言の紹介 

  

基調報告：大西敦博（株式会社資生堂 人財本部ビジネ 

スパートナー室 ダイバーシティ採用・サポートグルー 

プ グループマネージャー） 

基調報告：江藤悦子（イオン株式会社 ダイバーシティ 

推進室 室長 経営人材・人事システムチームリーダー） 
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基調報告：グリズデイル・バリージョシュア（社会福

祉法人江寿会理事・アクセシブルジャパン主宰者） 

パネルディスカッション 

 
 
別添 
・当日配布資料（ダウンロード用プログラム） 

・アンケート集計結果 

・採録記事（紙面イメージ） 

 

５ オンライン（アーカイブ配信） 

本シンポジウム終了後、YouTube 人権チャンネルにおいて、オンライン（アーカイブ）配信

を実施。（令和５年２月９日（木）の公開から１年間限定） 

2023.2.9 令和４年度「共生社会と人権に関するシンポジウム」 

https://youtu.be/JZyPjnKnYf0 

 

 

 



 

 

令和４年度法務省委託 

 

 

 

 

「共生社会と人権に関するシンポジウム 

～今、企業に求められること～」  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日時 

令和５年２月９日（木） 午後１時３０分～午後４時００分（予定） 

※オンライン配信 

 

 

■主催  

法務省／全国人権擁護委員連合会／東京法務局／東京都人権擁護委員連合会／ 

公益財団法人人権教育啓発推進センター 

 

 

■後援 

経済産業省／中小企業庁／国連広報センター／（一社）日本経済団体連合会／（独）中小企業

基盤整備機構／東京都／特別区長会／東京都市長会／東京都町村会／（一社）グローバル・コ

ンパクト・ネットワーク・ジャパン／日本商工会議所／東京商工会議所／東京都商工会連合会

／東京都中小企業団体中央会／（公財）東京都中小企業振興公社／（一社）東京経営者協会／

東京人権啓発企業連絡会（順不同）  
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本シンポジウムの目的 

グローバル化による経済発展の一方、世界は、格差の拡大や紛争による分

断など様々な課題に直面しています。これらの課題に対処していくために

は、国と企業が相互に補完し合いながら、共生社会を実現し、持続可能な経

済・社会を営むことが不可欠です。 

「「ビジネスと人権」に関する行動計画」を踏まえ、令和 4 年９月には

「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」が

策定され、企業による人権尊重の取組を促進する機運は高まっています。本

シンポジウムでは、共生社会の実現という観点から、「今、企業に求められ

ること」を考えます。 
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タイムスケジュール 

 

13:30∼13:35 開会挨拶 

 

13:35∼14:05 基調講演 

「共生社会の実現に向けて」～今、企業に求められること～ 

影山 摩子弥さん 

（横浜市立大学都市社会文化研究科教授・ＣＳＲ＆サステナビリ 

ティセンター長） 

 

14:05∼14:10 Ｍｙじんけん宣言の紹介 

 

14:10∼15:15 基調報告 

「企業における心のバリアフリー」 

～その課題と問題解決に向けた取組について～ 

○ 報告１：株式会社資生堂  

○ 報告２：イオン株式会社 

○ 報告３：グリズデイル・バリージョシュアさん 

（社会福祉法人江寿会理事・アクセシブルジャパン主宰 

者） 

○ コーディネーター：影山 摩子弥さん 

 

15:15∼15:25 休憩 

 

15:25∼15:55 パネルディスカッション 

○ パネリスト：株式会社資生堂、イオン株式会社、グリズデイル・ 

バリージョシュアさん 

○ コーディネーター：影山 摩子弥さん 

  

 

15:55∼16:00 閉会 

 

● 本シンポジウム終了後、アンケートへの御協力をお願いいたします  

 
https://forms.gle/nPnd9P3n82ckuDka8 
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[ 基調講演/コーディネーター ] 

 

影山
かげやま

 摩子弥
ま こ や

 
横浜市立大学都市社会文化研究科教授・ 

CSR&サステナビリティセンター長 

 

 

【略歴】 

２００６年に横浜市立大学 CSR センター（現 CSR&サステナビリティセンター）を横浜市立大学の

教員 5 名で設立し、国内外の企業や行政、NGO の相談に対応している。CSR は事業活動のあらゆる局

面における取組から成り、それぞれの事業体が取り組むべき CSR を特定し、効果的に取り組み、取組を

自己評価することは、特に中小企業にとってハードルが高い。そこで、中小企業が CSR に取り組みやす

いように「ツール」を開発するなどして、包括的観点で事業体に対する支援を行っている。 

また、日本において初めて地方自治体が設置した CSR 認定制度である横浜型地域貢献企業認定制度や

宇都宮まちづくり貢献企業認証制度、業界団体初の CSR 認定制度である全日本印刷工業組合 CSR 認定

制度などの設計を担っている。 

コンサルティング等による企業・行政・NGO 支援のほか、企業が障害者を雇用することによる戦力

確保やダイバーシティ効果について調査・研究等を実施している。 

 

 

横浜市立大学 

https://www.yokohama-cu.ac.jp/ 
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共生社会の実現に向けて
～今、企業に求められること～

横浜市立大学都市社会文化研究科教授

影山摩子弥

2023.2.9

共生社会のために
社会が企業に期待すること

１．共生社会を作るための取り組み

２．その取り組みに経営戦略的意味を見出すこと
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共生社会とは

多様な人々が、

排除されず、一方的な負担を負うこともなく、

人として尊重されつつ、

ともに社会を形成している状態。

↓
すべての者が人としての権利が尊重される必要がある

↓
＜人権擁護がそのポイントとなる＞

なぜ企業に期待されるのか？

１．労働生活は、生活の大きな領域を占め、労働生活以外の領
域への影響も大きい。

2．企業の社会に対する影響力は大きい。
↓

共生社会のためには

企業の人権擁護の取り組みが必要
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ビジネスと人権に関する国際的要請

1970年代～1990年代
企業活動が社会や人権に与える影響が注目される

⇓
1999年

「国連グローバルコンパクト」

⇓
2011年

「ビジネスと人権に関する指導原則

国際連合：『保護、尊重及び救済』枠組み」

そこで

国際機関や行政も働きかけをしている
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現代奴隷法と人権デューデリジェンス
国連「ビジネスと人権に関する指導原則」2011

↓
英国現代奴隷法 2015   https://www.jil.go.jp/foreign/labor_system/2021/07/uk.html

＊英国で活動し売上高£ 3,600万超の事業体が対象
＊サプライチェーン上の奴隷制を特定し、根絶する手順の報告を求める

豪州現代奴隷法 2018  https://www.jetro.go.jp/world/reports/2021/01/fdca4b3c98012046.html

＊国内で活動し年間収益A$1億超の事業体が対象
＊サプライチェーンとそのオペレーションにおける現代的な奴隷制度のリスクを評価・
分析し、報告することを義務付け

↓
「人権デューデリジェンス（Due当然の Diligence注意を払った行為）」注１が必要

注１ 注意義務、精査。社内およびサプライチェーン上の人権リスクを特定し、対処・是正・
予防の措置を取ること。取り組み内容と結果の開示も求められる。

ビジネスと人権に関する日本政府の対応

2011国連 「ビジネスと人権に関する指導原則：国連『保護、尊重及
び救済』枠組み」

↓
2016日本 「ビジネスと人権に関する行動計画策定」を決定

↓
2020日本 「ビジネスと人権に関する行動計画(2020-25)」注２策定
注２ https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100104121.pdf
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しかし

SDGsには新たな視点がみられる

SDGｓ

＜Sustainable Development Goals＞
持続可能な開発目標

＊MDGsの後継として2015年国連にて採択
＊2030年までに加盟国が達成すべき目標
＊17の目標、169のターゲット、231（重複含むと247）の指標注3か
ら成る。

注3 2020年3月に第51回統計委員会で承認された指標
https://unstats.un.org/sdgs/indicators/indicators-list/
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解説書 SDG Compass

https://sdgcompass.org/wp-content/uploads/2016/04/SDG_Compass_Japanese.pdf

SDG Compassでの解説
【企業の持続可能性につながる】

１．世界の課題を知る

⇒ビジネスチャンスのヒントが見えてくる。
２．企業への評価を高める

⇒売上の向上、新規市場の開拓、ブランド力の強化、操業効率の向上、製
品イノベーションを促進、従業員の離職率引下げなどにつながる。

３．ステークホルダーとの関係を強化できる。

⇒操業がしやすくなるなど
４．社会と市場の安定性

貧困層救済⇒市場拡大／教育された従業員など
５．ステークホルダーとの共通言語

⇒ステークホルダーとのコミュニケーション
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SDG Impact Standardsの企業向けチェックリスト
https://www.undp.org/ja/japan/publications/qiyeshiyetixiangke-sdg-inhakutojizhun

#  推奨指標 質問 自己評価

回答：
E列の質問への回答を選択のこ
と
（以下のドロップダウンメニューを
参照）

容易度

回答が「はい」以外の場合
（F列）、それを実施するのは
どの程度容易か。
（以下のドロップダウンメニューを
参照）

容易度スコア

1＝容易
2＝どちらとも言えない

3＝困難
0＝分からない

付加価値

これを実施することによっ
て組織が得られる価値や
メリットはどの程度か。
（以下のドロップダウンメニュー
を参照）

付加価値スコア

1＝大
2＝中
3＝小

0＝分からない

優先順位案
順位は回答に基づき
自動的に計算され

る。

エビデンス
自己評価（F列）の回答が「は
い」または「進行中」の場合、
その裏付け資料やエビデンス
（例：書類の名称、 ドキュメント
やウェブサイトへのリンクな

ど）を提示のこと。

コメント

説明を記入のこと（任意）。

リソース

組織では、この推奨指標を適用するために何ら
かのツール、手法、基準その他を用いている
か。

課題

この指標を実施する上で最大の課題（複数で
も可）は何か。

提案

意見があれば記入。

事業に責任を持ち、持続可能な形態で運営しているか。積極的に
SDGsに貢献し、最善のインパクトを出しているか。（1.1.1） 0 0 0

1.1.1    
組織の長期的なバリュー（価値）創出への取り組み
と、持続可能な開発およびSDGsに対する積極的な
貢献を連動させている。

組織の長期的なバリュー（価値）創出への取り組みと、持続可能な開発お
よびSDGsに対する積極的な貢献を連動させているか。

0 0 0

ステークホルダーにとって、そしてSDGsの達成に向けて何が重要
か、また組織が現在どの領域でインパクトを生み出しているかを
把握しているか。そうすることで将来、価値の高いインパクトをど
の領域で発揮できるかを見極めているか。（1.1.2、 1.1.4、 1.1.5、
1.1.6）

0 0 0

基準1. 戦略：持続可能な開発およびSDGsに対する積極的な貢献を組織のパーパスや戦略に組み込み、意欲的なインパクト目標を設定している。

行動1. 事業に責任を持ち持続可能な形態で運営する。積
極的にSDGsに貢献し、最善のインパクトを出す。（1.1.1）

行動2. ステークホルダーにとって、そしてSDGsの達成に
向けて何が重要か、また組織が現在どの領域でインパクト
を生み出しているかを把握する。そうすることで将来、価値
の高いインパクトをどの領域で発揮できるかを見極める。
（1.1.2、 1.1.4、 1.1.5、 1.1.6）

付加価値

これを実施することによっ
て組織が得られる価値や
メリットはどの程度か。
（以下のドロップダウンメニュー
を参照）

付加価値スコア

1＝大
2＝中
3＝小

0＝分からない
SDGsは経営的意味を
把握する必要がある

⇓
社会性と経営が両立でき
ていなければ適切なSDGs

ではない

・SDGsに関する意思決定のための基準
・パフォーマンス評価やレポーティングの基準ではない

経営的意味の主張につながる源流
１．オリヴァー・フランクスの南北問題の指摘（1959）

⇒【批判】格差は貧しい者が怠惰だから

２．従属理論(60～70年代)「発展途上国の貧困は構造的問題＝先進国の責任」
⇒【批判】告発に終わっている。解決策は？

３．政府開発援助による発展途上国支援
⇒【批判】貧困層に必要なものが届かない、支援物資を有効に使えない

４．国連人間開発報告(1990)＝ミクロ的主体の重要性に着目
⇒【課題】現地でのトラブル

５．海外協力の成功例＝支援する側にメリットがないとうまくいかない
⇒【課題】社会貢献に企業の経営的意味はあるのか？

６．CSR／CSV論＝社会の期待に応えることが企業の存続につながる
「社会課題への取り組みは企業にとってメリットがある」

↓
SDG Compass／SDG Impact Standards
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つまり

＜企業に求められていること＞

ただ取り組めばよいわけではない

取り組みにあたって経営的意味を考えねばならない

＜なぜ＞

良い取り組みを継続してもらうため

共生社会に向けた人権への取り組みは

企業の経営にとって

本当に意味があるのか？

疑問
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ダイバーシティで人材確保
【大橋運輸株式会社】

〔会社概要〕

＊愛知県瀬戸市

＊運送業

＊従業員 ９６人

〔ポイント〕

ＬＧＢＴＱ、外国人、女性の活躍

障がい者雇用（4.3％）
⇓

優秀な人材が他業種からも応募

会議の効率化

女性の業務領域の拡大

〔会社概要〕

＊印刷業

＊福岡県久留米市

＊社員数 ４６９名

〔ポイント〕

社内保育園を開園（2018年）
外国人技能実習生受け入れ

障がい者雇用

【障がい者や外国人がいると周りがやさしくなる】

ダイバーシティが会社を変える
【株式会社丸信】

ベトナム人実習生の活躍

障がい者に手話で対応
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その結果

業績にまで影響がある

障がい者雇用を例に、図で表現してみよう

障がい者社員

健常者社員

一緒に仕事

相
乗
効
果

全体の能力＝６．５

会社の業績UP

結
果

合計
5.5

健常者の能力が
２０％上昇

会社A

単体の能力
０．５

単体の能力
１．０
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なぜこうなる？

障がい者がいると

職場の人間関係がよくなり

心理的安全性注4が高まるから

注4 〔心理的安全性〕人間関係が良く、発言しやすい状態。発言しやすいのでリスク回避
やイノベーションにつながる。

図で説明してみよう

障がい者社員

職場に障がい者が入ると・・・・
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 共通性認識による区別
【共同性の基盤】

障がい者社員

健常者社員

障がいの有無
による区別

倫理性の軸＋協力の軸（共通目的）

障がい者社員

健常者社員

道義的対応
合理的配慮 協

力
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障がい者との接触

仕事に対する満足

職場の心理的安全性

社員の業務パフォーマンス（仕
事ができる度）

障がい者のために協力する姿勢障がい者に配慮する姿勢

障がい者の能力の認識

会社の求心力UP 

倫理性 印象の変化
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ご清聴、ありがとうございました。
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[基調報告/パネルディスカッション] 

基調報告者１/パネリスト 1 

 大西
おおにし

 敦博
あつひろ

 
（株式会社資生堂 人財本部ビジネスパートナー室 ダイバーシティ採用・サポートグループ 

グループマネージャー） 
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[基調報告/パネルディスカッション] 

基調報告者 2/パネリスト 2 

 江藤
え と う

 悦子
え つ こ

 
（イオン株式会社 ダイバーシティ推進室 室長 経営人材・人事システムチームリーダー） 
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[基調報告/パネルディスカッション] 
基調報告者 3/パネリスト 3 

 

グリズデイル・バリージョシュア 
(社会福祉法人江寿会 理事・アクセシブルジャパン 主宰者） 

 

 

 

 

【略歴】 

カナダ生まれ。四肢まひ性・脳性小児まひにより、車いす生活。高校卒業時に父親と一

緒に日本に約１か月滞在。平成１９年に来日し、平成２８年に日本国籍を取得。都内で生

活しながら、高齢者施設で勤務しアゼリーグループのホームページのWebマスターとし

て活躍しつつ、海外の障害者に向けた日本観光の英語情報サイト（ACCESSIBLE 

JAPAN https://www.accessible-japan.com/  ）を運営するほか、これまでの知識・経験を

生かし、国や自治体、企業が行うシンポジウムや講演会に参加する等、活躍中である。 
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 37 
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 39 
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 45 
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「 Myじんけん宣言 」とは 
企業、団体及び個人の方が、人権を尊重する行動をとることを宣言することに

よって、誰もが人権を尊重し合う社会の実現を目指す取組です。 

「人権」は、誰にとっても身近で大切なものです。 

あなたの会社やあなたからの「My じんけん宣言」をお待ちしています。 

 

 

投稿はこちらから   

 

 

 

 

■お問い合わせ先■ 「Myじんけん宣⾔」事務局 
〒105-0012 東京都港区芝⼤⾨2-10-12 KDX芝⼤⾨ビル４F （（公財）⼈権教育啓発推進センター） 

TEL： 03-5777-1919 ／ FAX： 03-5777-1954 （⼈権ライブラリー直通） 
Email： myjinken@jinken.or.jp ／ WEB： https://www.jinken-library.jp/my-jinken/ 
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今企業に求められる「ビジネスと人権」への対応 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人人権教育啓発推進センターは、法務省委託事業により「『ビジネスと人権に

関する調査研究』報告書」を制作しました。 

企業において、「ビジネスと人権」をテーマとする研修を実施する際に活用することが可

能な資料を提供するものとなっております。 

「活用の手引」及び「報告書詳細版」は PDFデータ、「研修投影用資料」は PowerPoint

データを無料提供しています。 

また、「報告書概要版」は PDFデータを無料提供しているほか、印刷・製本した冊子も

無料にて配布しています。※送料も無料です。 

 

【各種データはこちら】 

https://www.jinken-library.jp/database/materials.php 

 

【報告書概要版（冊子）の申込みはこちら】 

https://reg18.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=ncth-leqata- 

0ab7cc131e747e18cab1ac4b630a7b48 
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人権イメージキャラクター 

人ＫＥＮまもる君 人ＫＥＮあゆみちゃん 

人権イメージキャラクター人 KEN まもる君と人 KEN あゆみちゃんは、漫画

家やなせたかしさんのデザインにより誕生しました。２人とも、前髪が「人」

の文字、胸に「KEN」のロゴで、「人権」を表しています。人権が尊重される

社会の実現に向けて、全国各地の人権啓発活動で活躍しています。 

人権を侵害されていると感じたら… 

 みんなの⼈権１１０番   ０５７０－００３－１１０ 

 ⼥性の⼈権ホットライン   ０５７０－０７０－８１０ 

 ⼦どもの⼈権１１０番   ０１２０－００７－１１０ 

 外国語⼈権相談ダイヤル  ０５７０－０９０９１１ 

法務局・地方法務局、その支局に気軽に御相談ください 

令和 4 年度法務省委託 

共生社会と人権に関するシンポジウム 

-------------------------------------------------------------------------- 

公益財団法人人権教育啓発推進センター 

「共生社会と人権に関するシンポジウム」事務局 

〒105-0012 東京都港区芝大門 2-10-12 KDX 芝大門ビル 4F 

TEL 03-5777-1802（代表） ／ FAX 03-5777-1803 

ウェブサイト http://www.jinken.or.jp   @Jinken_Center 

-------------------------------------------------------------------------- 

YouTube 「人権チャンネル」  https://www.youtube.com/jinkenchannel 

YouTube 「法務省チャンネル」 https://www.youtube.com/MOJchannel 

-------------------------------------------------------------------------- 

人権ライブラリー  https://www.jinken-library.jp 

※ 人権教育啓発推進センター併設 

-------------------------------------------------------------------------- 

法務省人権擁護局  https://www.moj.go.jp/JINKEN/ 

-------------------------------------------------------------------------- 

        法務省人権擁護局で検索！ 
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共生社会と人権に関するシンポジウム～今、企業に求められること～ 参加者アンケート集計結果 
（注）構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため合計は必ずしも 100 とは限らない。 
 
１-１-１.ご自身の年齢について、当てはまるものを選んでください。 

1 10 歳代 0 人 

2 20 歳代 7 人 

3 30 歳代 9 人 

4 40 歳代 19 人 

5 50 歳代 37 人 

6 60 歳代 56 人 

7 70 歳代以上 18 人 

8 無回答 0 人 

      計 146 人 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

②20歳代

4.8%

③30歳代

6.2%

④40歳代

13.0%

⑤50歳代

25.3%

⑥60歳代

38.4%

⑦70歳代以上

12.3%
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１-１-２.複数人で視聴された場合は年齢の欄にそれぞれの人数を選択してください 
（ご自身は、人数に含めないでください。）。 

1 10 歳代 0 人 

2 20 歳代 5 人 

3 30 歳代 6 人 

4 40 歳代 10 人 

5 50 歳代 15 人 

6 60 歳代 25 人 

7 70 歳代以上 8 人 
 

計 69 人 

 

 

 
 
 
  

②20歳代

7.2%

③30歳代

8.7%

④40歳代

14.5%

⑤50歳代

21.7%

⑥60歳代

36.2%

⑦70歳代以上

11.6%
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１-２.ご自身の居住地について、当てはまるものを選んでください。 
1 北海道 4 人 

2 青森県 2 人 

3 岩手県 0 人 

4 宮城県 2 人 

5 秋田県   3 人 

6 山形県 1 人 

7 福島県 1 人 

8 茨城県 2 人 

9 栃木県 1 人 

10 群馬県 1 人 

11 埼玉県 10 人 

12 千葉県 5 人 

13 東京都 28 人 

14 神奈川県 15 人 

15 新潟県 4 人 

16 富山県 1 人 

17 石川県 1 人 

18 福井県 1 人 

19 山梨県 0 人 

20 長野県 3 人 

21 岐阜県   1 人 

22 静岡県 2 人 

23 愛知県 4 人 

24 三重県 3 人 

25 滋賀県 3 人 

26 京都府 2 人 

27 大阪府   20 人 

28 兵庫県 6 人 

29 奈良県 5 人 

30 和歌山県 1 人 

31 鳥取県 2 人 

32 島根県 0 人 

33 岡山県 0 人 

34 広島県 2 人 

35 山口県 2 人 

36 徳島県 0 人 

37 香川県 0 人 
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38 愛媛県 0 人 

39 高知県 1 人 

40 福岡県 1 人 

41 佐賀県 1 人 

42 長崎県 1 人 

43 熊本県 0 人 

44 大分県   1 人 

45 宮崎県 1 人 

46 鹿児島県 1 人 

47 沖縄県 0 人 

48 その他 1 人 
 

無回答 0 人 
 

計 146 人 

 

 

北海道

2.7%
青森県

1.4%
宮城県

1.4%

秋田県

2.1%
山形県

0.7%
福島県

0.7% 茨城県

1.4%

栃木県

0.7%
群馬県

0.7%

埼玉県

6.8%

千葉県

3.4%

東京都

19.2%

神奈川県

10.3%新潟県

2.7%
富山県

0.7%
石川県

0.7%
福井県

0.7%

長野県

2.1%

岐阜県

0.7%

静岡県

1.4%
愛知県

2.7%

三重県

2.1%滋賀県

2.1%

京都府

1.4%

大阪府

13.7%

兵庫県

4.1%

奈良県

3.4%

和歌山県

0.7%

鳥取県

1.4%

広島県

1.4%

山口県

1.4%

高知県

0.7%

福岡県

0.7%

佐賀県

0.7%

長崎県

0.7% 大分県

0.7%
宮崎県

0.7%

鹿児島県

0.7%
その他

0.7%
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１-３.ご自身の職業等について、当てはまるものを選んでください。 
1 ① 会社員・会社役員 69 人 

2 ② 自営業 4 人 

3 ③ 国家公務員（法務局職員を除く。） 0 人 

4 ④ 法務局職員 7 人 

5 ⑤ 地方公務員 17 人 

6 ⑥ 人権擁護委員 19 人 

7 ⑦ アルバイト・パート 5 人 

8 ⑧ 派遣・契約社員 4 人 

9 ⑨ 主婦・主夫 0 人 

10 ⑩ 無職 11 人 

11 ⑪ 専門学校・大学生 0 人 

12 ⑫ その他（1-3-2へ） 10 人 

 無回答 0 人 

 計 146 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

①会社員・会社役員

47.3%

②自営業

2.7%

④法務局職員

4.8%

⑤地方公務員

11.6%

⑥人権擁護委員

13.0%

⑦アルバイト・パート

3.4%

⑧派遣・契約社員

2.7%

⑩無職

7.5%

⑫その他（1-3-2へ）

6.8%
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１-４-１. 「１-３-１」で「①会社員・会社役員」とお答えいただいた方のみ当てはまる「業種」を選

んでください。 
1 ① 建設業 4 人 

2 ② 製造業 23 人 

3 ③ 電気・ガス等 4 人 

4 ④ 運輸・情報通信業 1 人 

5 ⑤ 商業 4 人 

6 ⑥ 金融・保険業 11 人 

7 ⑦ 不動産業 1 人 

8 ⑧ サービス業   18 人 

9 ⑨ その他   3 人 

10 無回答 0 人 

 計 69 人 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①建設業

5.8%

②製造業

33.3%

③電気・ガス等

5.8%

④運輸・情報通信業

1.4%
⑤商業

5.8%

⑥金融・保険業

15.9%

⑦不動産業

1.4%

⑧サービス業

26.1%

⑨その他（1-4-2へ）

4.3%
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１-５-１. 「１-３-１」で「①会社員・会社役員」とお答えいただいた方のみ当てはまる「部署」を選

んでください。 
1 ① 総務 15 人 

2 ② 人事 28 人 

3 ③ 経理 2 人 

4 ④ 営業 2 人 

5 ⑤ 開発 2 人 

6 ⑥ 事業、製造 6 人 

7 ⑦ その他（1-5-2へ） 14 人 

8 無回答 0 人 
 

計 69 人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①総務

21.7%

②人事

40.6%
③経理

2.9%

④営業

2.9%

⑤開発

2.9%

⑥事業、製造

8.7%

⑦その他（1-5-2へ）

20.3%
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１-６-１. 「１-３-１」で「①会社員・会社役員」とお答えいただいた方のみ当てはまる「役職」を選

んでください。 
1 ① 役員等 5 人 

2 ② 管理職 29 人 

3 ③ 一般職員 29 人 

4 ④ その他（1-6-2へ） 4 人 

5 無回答 2 人 

 計 69 人 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①役員等

7.2%

②管理職

42.0%③一般職員

42.0%

④その他（1-6-2へ）

5.8%
無回答

2.9%
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１-７. 複数人で視聴された場合は職業等の欄にそれぞれの人数を選択してください。（ご自身は、人

数に含めないでください。） 
1 ① 会社員・会社役員 33 人 

2 ② 自営業 2 人 

3 ③ 国家公務員（法務局職員を除く。） 0 人 

4 ④ 法務局職員 0 人 

5 ⑤ 地方公務員 7 人 

6 ⑥ 人権擁護委員 1 人 

7 ⑦ アルバイト・パート 1 人 

8 ⑧ 派遣・契約社員 0 人 

9 ⑨ 主婦・主夫 1 人 

10 ⑩ 無職 4 人 

11 ⑪ 専門学校・大学生 0 人 

12 ⑫ その他 2 人 

 無回答 18 人 

 計 69 人 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

①会社員・会社役員

47.8%

②自営業

2.9%

⑤地方公務員

10.1%
⑥人権擁護委員

1.4%

⑦アルバイト・パート

1.4%

⑨主婦・主夫

1.4%

⑩無職

5.8%

⑫その他

2.9%

無回答

26.1%
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２-１. 「共生社会と人権に関するシンポジウム～今、企業に求められること～」を 
   どのようにして知りましたか。（複数回答可） 

1 ① チラシ 34 人 

2 ② インターネットバナー広告・テキスト広告 8 人 

3 ③ 法務省ウェブサイト 13 人 

4 ④ 人権ライブラリー・ウェブサイト 61 人 

5 ⑤ ＳＮＳ 14 人 

6 ⑥ 地方公共団体が発行している広報誌 3 人 

7 ⑦ その他 31 人 

 無回答 0 人 

 計 164 人 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

23.3%

5.5%

8.9%

41.8%

9.6%

2.1%

21.2%

①チラシ

②インターネットバナー広告・テキスト広告

③法務省ウェブサイト

④人権ライブラリー・ウェブサイト

⑤ＳＮＳ

⑥地方公共団体が発行している広報誌

⑦その他（２-２へ）

ｎ＝146 

※ n（=回答者数）に対する割合 
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３-１.このシンポジウムを視聴しようと思ったきっかけを教えてください。（複数回答可） 
1 ① 自社の取組の参考になりそうだったから 42 人 

2 ② プログラムの内容に興味・関心があったから 50 人 

3 ③ 人権問題に関心があったから 103 人 

4 ④ オンライン開催のシンポジウムだったから 48 人 

5 ⑤ その他 5 人 

 無回答 0 人 
 

計 248 人 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

28.8%

34.2%

70.5%

32.9%

3.4%

①自社の取組の参考になりそうだったから

②プログラムの内容に興味・関心があったから（３-２
へ）

③人権問題に関心があったから

④オンライン開催のシンポジウムだったから

⑤その他（３-３へ）

ｎ＝146 

※ n（=回答者数）に対する割合 
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３-２. 「３-１」で「②プログラムの内容に興味・関心があったから」とお答えいただいた方に伺い

ます。具体的にどのプログラムに興味・関心があったかお聞かせください。（複数回答可） 
1 ① 基調講演 38 人 

2 ② 基調報告１（株式会社資生堂） 34 人 

3 ③ 基調報告２（イオン株式会社） 33 人 

4 ④ 基調報告３（グリズデイル・バリージョシュアさん） 28 人 

 ⑤ パネルディスカッション 19 人 
 

無回答 0 人 

 計 152 人 

 

 
 
４-１.今回のシンポジウムは全体として満足のいくものでしたか。 

1 ① 大変満足だった 57 人 

2 ② まあ満足だった 83 人 

3 ③ やや不満足だった 4 人 

4 ④ 大変不満足だった 2 人 

 無回答 0 人 
 

計 146 人 

 

 

76.0%

68.0%

66.0%

56.0%

38.0%

①基調講演

②基調報告１（株式会社資生堂）

③基調報告２（イオン株式会社）

④基調報告３（グリズデイル・バリージョシュアさん）

⑤パネルディスカッション

①大変満足

だった（４-２-
１へ）

39.0%

②まあ満足

だった（４-２-
１へ）

56.8%

③やや不満足

だった（４-３-
１へ）

2.7%

④大変不満足

だった（４-３-
１へ）

1.4%

ｎ＝50 

※ n（=回答者数）に対する割合 
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４-２-１.「４-１」で「①大変満足だった」又は「②まあ満足だった」とお答えいただいた方に 
伺います。具体的にどの点がよかったかお聞かせください。（複数回答可） 

1 ① 基調講演 90 人 

2 ② 基調報告１（株式会社資生堂） 86 人 

3 ③ 基調報告２（イオン株式会社） 78 人 

4 ④ 基調報告３（グリズデイル・バリージョシュアさん） 76 人 

5 ⑤ パネルディスカッション 56 人 

 ⑥ その他 3 人 

 無回答 0 人 
 

計 389 人 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

64.3%

61.4%

55.7%

54.3%

40.0%

2.1%

①基調講演

②基調報告１（株式会社資生堂）

③基調報告２（イオン株式会社）

④基調報告３（グリズデイル・バリージョシュアさん）

⑤パネルディスカッション

⑥その他（４-２-２へ）

ｎ＝140 

※ n（=回答者数）に対する割合 

 



14 
 

４-３-１.「４-１」で「③やや不満足だった」又は「④大変不満足だった」とお答えいただいた方に 
伺います。具体的にどの点がよくなかったかお聞かせください。（複数回答可） 

1 ① 基調講演 3 人 

2 ② 基調報告１（株式会社資生堂） 2 人 

3 ③ 基調報告２（イオン株式会社） 3 人 

4 ④ 基調報告３（グリズデイル・バリージョシュアさん） 1 人 

 ⑤ パネルディスカッション 0 人 

 ⑥ その他 2 人 

 無回答 0 人 
 

計 11 人 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

50.0%

33.3%

50.0%

16.7%

0.0%

33.3%

①基調講演

②基調報告１（株式会社資生堂）

③基調報告２（イオン株式会社）

④基調報告３（グリズデイル・バリージョシュアさん）

⑤パネルディスカッション

⑥その他（４-２-２へ）

ｎ＝6 

※ n（=回答者数）に対する割合 
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５-１. 今回のシンポジウム以前に、共生社会についてどのくらい関心がありましたか。 
1 ① 大いにあった 72 人 

2 ② 多少あった 67 人 

3 ③ あまりなかった 6 人 

4 ④ 全くなかった 1 人 

 無回答 0 人 

 計 146 人 

 
 
 
５-２. シンポジウムを視聴して、共生社会の実現に向けて企業が果たすべき役割についての理解は

深まりましたか。 
1 ① 大変深まった 67 人 

2 ② 多少深まった 73 人 

3 ③ あまり深まらなかった 4 人 

4 ④ 全く深まらなかった 2 人 

 無回答 0 人 

 計 146 人 

 

①大いにあった

49.3%
②多少あった

45.9%

③あまりなかっ

た
4.1%

④全くなかった

0.7%

①大変深まった

45.9%

②多少深まった

50.0%

③あまり深まら

なかった
2.7%

④全く深まらな

かった
1.4%
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５-３. シンポジウムを視聴して、考えに変化はありましたか。（複数回答可） 
1 ① 企業と人権の関わりについてもっと考えを深めていく必要があると思った 83 人 

2 ② 共生社会を実現するために自分たち・自社ができることについて考えたい

と思った 

74 人 

3 ③ 社内研修や自社での取組に生かしたいと思った 39 人 

4 ④ シンポジウムの内容を自社内で広く共有してみたいと思った 7 人 

5 ⑤ 共生社会に関する他のイベントにも機会があれば参加してみたいと思った 53 人 

 ⑥ その他 3 人 

 無回答 0 人 
 

計 259 人 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

56.8%

50.7%

26.7%

4.8%

36.3%

2.1%

①企業と人権の関わりについてもっと考えを深めていく

必要があると思った

②共生社会を実現するために自分たち・自社ができるこ

とについて考えたいと思った

③社内研修や自社での取組に生かしたいと思った

④シンポジウムの内容を自社内で広く共有してみたいと

思った

⑤共生社会に関する他のイベントにも機会があれば参加

してみたいと思った

⑥その他（５-４へ）

ｎ＝146 

※ n（=回答者数）に対する割合 

 



17 
 

６-１.シンポジウムのオンライン開催について、どう思いますか。 
1 ① 会場に行く必要もなく参加しやすいのでこれからも続けるべき 108 人 

2 ② 状況に適した開催方法でありやむを得ない 10 人 

3 ③ 参加する方法がよく分からず大変だった 0 人 

4 ④ 画面視聴だとあまり訴えてくるものがない 1 人 

5 ⑤ オンライン配信ではなく集客型で行うべき 1 人 

6 ⑥ オンライン配信と集客型の併用で行うべき 25 人 

7 ⑦ その他 1 人 

 無回答 0 人 

 計 146 人 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①会場に行く必要もな

く参加しやすいのでこ

れからも続けるべき

74.0%

②状況に適した開催方

法でありやむを得ない
6.8%

④画面視聴だとあまり

訴えてくるものがない
0.7%

⑤オンライン配信では

なく集客型で行うべき
0.7%

⑥オンライン配信と集

客型の併用で行うべき
17.1%

⑦その他（６-２へ）

0.7%
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７.各プログラムの時間についてどう思ったか、最も当てはまるものを選択してください。 
 [基調講演] 

 

1 ちょうどよい長さだった 123 人 

2 やや短いと感じた 9 人 

3 やや長いと感じた 14 人 

 無回答 0 人 

 計 146 人 

 

 
 

 
 

ちょうどよい長

さだった
84.2%

やや短いと感じ

た
6.2%

やや長いと感じ

た
9.6%

ちょうどよい長

さだった
78.1%

やや短いと感じ

た
3.4%

やや長いと感じ

た
18.5%

 [基調報告] 
 

1 ちょうどよい長さだった 114 人 

2 やや短いと感じた 5 人 

3 やや長いと感じた 27 人 

 無回答 0 人 

 計 146 人 
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 [パネルディスカッション] 
 

1 ちょうどよい長さだった 110 人 

2 やや短いと感じた 22 人 

3 やや長いと感じた 14 人 

 無回答 0 人 

 計 146 人 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ちょうどよい長

さだった
75.3%

やや短いと感じ

た
15.1%

やや長いと感じ

た
9.6%
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８-１. 本シンポジウムなど、国の人権擁護機関（法務省・法務局・人権擁護委員）は、広く人権啓発

活動を行っています。国の人権擁護機関が人権啓発活動を行っていることをご存じの場合、どのよう

にして知りましたか。（複数回答可） 
1 ① ポスター 41 人 
2 ② チラシ 50 人 
3 ③ パンフレット 29 人 
4 ④ 新聞 13 人 
5 ⑤ テレビ 9 人 
6 ⑥ ラジオ 3 人 
7 ⑦ ウェブサイト 62 人 
8 ⑧ インターネットバナー広告・テキスト広告 18 人 
9 ⑨ ＳＮＳ 22 人 
10 ⑩ 街頭啓発活動 8 人 
11 ⑪ 学校 7 人 
12 ⑫ 法務省・法務局に来庁した際 23 人 
13 ⑬ 他の公共機関を利用した際 10 人 
14 ⑭ 地方公共団体が発行している広報誌 16 人 
15 ⑮ 国が人権啓発活動を行っていることを知らなかった 3 人 

 ⑯ その他 9 人 
 無回答 0 人  

計 323 人 
 

 
 
 
 

28.1%
34.2%

19.9%
8.9%

6.2%
2.1%

42.5%12.3%
15.1%

5.5%
4.8%

15.8%
6.8%

11.0%
2.1%

6.2%

①ポスター

②チラシ

③パンフレット

④新聞

⑤テレビ

⑥ラジオ

⑦ウェブサイト

⑧インターネットバナー広告・テキスト広告

⑨ＳＮＳ

⑩街頭啓発活動

⑪学校

⑫法務省・法務局に来庁した際

⑬他の公共機関を利用した際

⑭地方公共団体が発行している広報誌

⑮国が人権啓発活動を行っていることを知らなかった

⑯その他（８-２へ）

ｎ＝146 

※ n（=回答者数）に対する割合 

 



■採録記事【令和５年３月１２日（日）／毎日新聞・10 段】 

 

 




